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1.序
座屈拘束ブレースとは軸方向力を伝達するブレース
(以下芯材とする)が座屈しないように拘束材を用いて補
剛したものである(図1)o既往の研究1)～3)では座屈拘束ブ
レー スの各種パラメータを変えた実験的研究を行ってき
た｡得られた結果から､エネルギー性能に着目し､累積
塑性歪エネルギーを芯材の降伏変位と降伏荷重で無次元
化した累積塑性歪エネルギー率Oを算出し､PEMy(PE:狗
束材のオイラー座屈荷重､Py:芯材の降伏荷重)との間に
(1)式に示す性能評価式を設定した｡
O=150旦 (1)
Pt,
しかし､既往の研究結果は芯材長さに対する塑性化部
長さの比(以下､塑性長さ上臼を53%とした試験体につい
て行った実験結果であり､座屈拘束ブレー スの長さに関
するプロポーションを変えたものではない｡
近年では座屈拘束ブレー スの実物件-の適用が増えて
きている｡特に倉庫などの一般的に階高の大きい建築物
では座屈拘束ブレー スが長くなり､塑性長さ比は大きい
場合80%近くにもなることが想定される｡一方で高層ビ
ルなどの建築物では塑性長さ比は30%程度に小さくな
ることが想定され､実物件に適用する際には塑性長さ比
はかなりの幅をもって使用されることになる｡座屈拘束
ブレー スを汎用性を持った制振部材として使用するには､
様々な塑性長さ比に対する性能評価式(1)の適用性を検
証することが必要である｡
本論では､芯材長さ及びリブ長さに起因する塑性長さ
比と､P〟Pyを変えた試験体について､静的漸増繰返し載
荷を行い､各パラメータが塑性変形能力､累積塑性歪エ
ネルギー､復元力特性､破壊性状､芯材最終状態に与え
る影響について検証する｡
2.実験計画
2.1言鵡貧体の設定
表1に試験体一覧を､図2に試験体の詳細を示す｡試験
体のパラメータは芯材の塑性長さ比cL=Ⅰ.2瓜1(塑性化部
長さ/芯材長さ)と拘束力P〟Pyである｡PEを算出する際の
座屈長さは､芯材長さLlとする｡
a)パターン1
リブ長さLRを一定とし､芯材長さを変えることにより芯
材の塑性長さ比を変える｡また､芯材厚さによる影響を
調べるため､芯材厚さを16mmと12mmの2種類とする｡
-_± ∴ 享 ∴ ±
芯材墾性化領域
パターン 試豊実休 芯材 拘束材 クリアランス PE/Py L2/L1 Li
鋼種 寸法 断面積 幅厚比 P, L1 L2 L3 LR W h H lxx104 PErnTTl kN m … n'UTl TrLEn … m m TUl kN rnm rTVTl
1 1 い) PL-176x16 2816 ll_0 792 235112511605 550 203_250.0118_0 631 2309 I_0 2_9 53_2 177
2 C2) PL一一76xl6 2816 ll.0 852 1804 704 1022 550 203,240,0 98.0 402 2499 1.0 2.9 39.0 159
I.3 3 (3) PL-132×ー2 1584 ll.0 458 235115111797 420 159.237.5 89_0 259 949 1.0 2.1 64.3 143
1 4 (4) PL-132×)2 1584 ll.0 466 376529253197 420 159_258,0130,0 659 940 1_0 2.0 77_7 136
2 5 (l) PL-176x16 2816 ll.0 792 1644 544 898 550 203.250.0ll8.0 631 4724 1.0 6.0 33.I 177
6 C5) PL-176Xlti 2816 ll,0 763 235112511605 550 203_270.0140.0 1299 4753 1_0 6.2 53.2 l77
3 7 C2) PL-132Xl2 1584 ll.0 45g 235115111797420 159.231.0 76.0 177 649 I.0 1.4 64,3 143
8 (2) PL-132xl2 1584 ll_0 458 235115111797420 5ー9.253.0130_0 540 1975 I_0 4.3 64_3 143
9 C2) PL-132x】2 1584 ll.0 458 235112511797 550 159.237.5 89.0 259 949 I_0 2.1 53.2 243
lO C2) PL-132x12 1584 ll,0 458 2351 705 1797 823 159.237.5 89.0 259 949 1.0 2.1 30_0 546
日 (21 PL132x12 1584 ll.0 458 2351 705 1797 823 159.231.0 76.0 177 649 I.0 1.4 30.0 546
12 C2) PL-132Xl2 1584 ll_0 458 2351 705 1797 823 159.253.0lュo_0 540 1975 1_0 4.3 30.0 546
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表2 材料特性
鋼種 板厚 降伏応力度 引張強さ 降伏比 降伏歪
(mT1) oi/m'n2) m/mT)2) (%) (%)
(り 16 281,4 445.4 63.2 0.137
(2) 16 302.7 435_3 69.5 0.148
(3) 12 289.3 427.I 67.7 0_141
(4) 12 294.4 432.7 68.0 0.144
(5) 6ー 270.8 423_2 64.0 0.132
表3 リブ変位誤差
試験体 1 2 3 4 5 6 7 8 9 lO ll 12
精算(… ー 0.262 0.315 0.136 0.1390.2620.2530.1410.136 0.136 0.349 0.369 0.349
暗算rm ー 0.267 0.328 0.14 0_)430.267 0.259 0.15 0,ー410.1410.353 0_3780.353l
表4 層間変形角
十山巨 人._/ _ / _^1_上山/β2Llβ1LI αLl βLlβ2Ll
図3 5分割モデル
H 階高
W スパン長
d 水平変位
LI 試挨体の全長
HLZ 塑性化領即 )長さ
e一誌族休設置角度
T IーFrpl変形角
∂ 軸方向変位
図5 実験装置
b)パターン2
塑性長さ比が小さい場合において､設計法で定められた
拘束力の適用範囲由を超える試験体を製作し､その座屈
形式を検証する｡P〟p,を弱軸局部変形と引張破断の境
界付近である6.0程度とする｡
C)パターン3
芯材長さを一定とし､リブの食込み長さを変えることに
より塑性長さ比を変える｡塑性長さ比と拘束力の影響を
把握するために塑性長さ比30.0%と64.3%の試験体につ
いては､それぞれPE伊 yを1･4､2･1､4･3の3種類設定する0
2.2載荷モデル
図3に試験体の5分割モデル､図4に実験モデルを示す｡
5分割モデルの妥当性を検討するため文献4よりリブの
変断面部を細分割した33分割モデルと5分割モデルのリ
ブ変位の誤差を求める｡表3にリブ変位の精算値と略算
値との誤差を示す｡誤差は全ての試験体で7%以内に収ま
載荷歪 1.6.9 2 3.7.8 4 5 10.ll.12∝=53_2 α=39_0 cL=64_3 α-77_7 α-33.1 α-30.0
d3 I/2054 l/2603 I/1654 1/1344 1/3302 I/3545
2g/3 1/1027 1/1302 1/827 1/672 1/1651 1/1772
0,25 1/376 1/513 1/311 1/257 I/604 1/667
0.5 l/ー88 1/256 1/156 I/129 1/302 1/333
0.75 1/125 1/171 1/104 I/86 I/201 I/222
I.0 1/94 i/128 l〃8 I/64 1/151 1/167
I,5 1/63 1/85 i/52 I/43 1/lot 1/111
2.0 I/47 I/64 I/39 1/32 1/76 1/83
2.5 I/38 I/51 1/31 1/26 l/60 1/67
3.0 l/31 1/43 1/26 1/21 1ノ50 1/56
㌃ 芯 ｢ 7 ㍍ ･0-2Li :2･d b10事主10rio~2L d l20H芸昆102･OE鮒試験体3 E㈲ 試験体5 E 偶)
図6 P/Py-ど関係
っており微少である｡よって5分割モデルにより軸変位
を算出する｡図3に示すように芯材長さに対する分割し
たリブ長さの比をそれぞれ61､82､断面積をAl､A2､と
すると､試験体の軸変形量6は次式のように表せる｡
8-eaL.･莞 (.-a,Lt
2A,A2031+β2)
ここで
(2)
(3)
設置角は既往の研究1)～4)と同じく450とすると､層間変形
角との関係から軸ひずみは次式のように表せるO
e=†cososinO-2P,/(A,E(1-α) (4)
CL
本論では各試験体の塑性長さ比が異なるため､既往の研
究1)～4)で想定した層間変形角Y=軸歪eの関係は適用でき
ない｡(4)式をもとに算出した各試験体の歪量に相当する
層間変形角を表4に示す｡
2.3実験装置
載荷方法は､既往の研究と同じであり､歪制御の正負
交番漸増繰返し載荷にて､表4に示す歪量を与える｡
3.実験結果
3.1載荷履歴および終局状態
各試験体の最大耐力の75%まで低下した時のPGy(P:
軸方向荷重 Py:芯材の降伏荷重)とe(芯材の歪量(%)の
関係の各パターンの一例を図6に示すO各試験体とも安
定した復元力特性を示した｡また､載荷履歴および終局
状態と座屈モード数を表5に示す｡
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3.2塑性化部長さ変位の算出
試験体の計測変位6は図5より試験体の第1ボル ト間
A-Bで計測しているため､計測値から塑性化部長さの変
位を求める｡試験体の端部リブおよび接合部は弾性設計
であることから､実験値の荷重を用いてリブ部の変形量
を算出し､計測変位より減じることにより算出する｡
4.考察
4.1耐力比
表6に眉間変形角1/100近傍の圧縮耐力P｡10と引張耐
力PtlO,降伏耐力Pyで無次元化した値 PclOJPy､ PtldPy
およびPcl的/Ptl0を算出し､最大圧縮耐力Pcに対する最大
引張耐力Ptの比Pc凪 を示す｡また降伏比の逆数己と､PtMy
を吉で除した値を示すO
パターン1､パターン3ともに試験体の塑性長さ比が大
きくなるとPJPtの値も高くなる｡特に塑性長さ比が
77.7%の試験体4ではPJPtの値は1.17になり､他の試験体
と比べて高い値となる｡これは､試験体4は座屈モー ド
数が33であり､他の試験体と比べ圧縮時の芯材とモルタ
ルとの接触点が多く､摩擦による影響が大きいことが原
因である｡また､拘束力の高い試験体ほど､局部変形に
至るまでに多くの履歴ループを有するため､塑性変形が
進展し､芯材がモルタルに強固に食込みPc伊 tは高くなる｡
試験体3､7､8と試験体10､11､12はそれぞれ塑性長
さ比が64.3､30.0である.PEmyの変化による耐力上昇は
塑性長さ比が小さい試験体のほうが少ない｡これは塑性
長さ比の小さい試験体では座屈モー ド数が少なく､モル
タルとの接触面積が小さいことから､塑性変形の進展に
よる影響が少ないためと考える｡
パターン3の試験体では､他の試験体と異なり､層間
変形角が大きくなるとPJPtが概ね同じ値か､低くなる結
果となる｡パターン3の試験体ではリブの食込み長さが
546mmと長いため層間変形角が大きくなるにつれ圧縮
時､引張時共に拘束材とリブが接触し､Pcntが低下した｡
また､文献5に示したように､降伏比と引張側の耐力
上昇率はほぼ反比例する｡本論の試験体においても表6
に示すように､PJPy信は概ね100程度となり､PtM yは降
伏比の逆毒蛇とほぼ等しい結果が得られた｡こ′の結果から､
塑性長さ比は引張側の耐力上昇率には影響を与えない｡
表5 載荷履歴および芯材最終状態と座屈モー ド数
試草体名 載荷履歴および終局状態 座屈モ- ド致Bm血
1 3.0%歪2回目圧縮側において､弱軸下からl/4付近において局部変形が生じ.耐力低下を起こしたため実験を終了 14
2 3_0%歪2回目圧縮側において､弱軸下からl/4付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了 7
3 2.5%歪l回目圧縮側において､弱軸上からl/4付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了 16
4 2.5%歪2回目庄籍側において､弱軸上部端部付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了し 33
5 3.0%歪6回目圧縮側において､弱軸下部リブ付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了し 4
6 3.0%歪4回目圧縮側において､強軸方向に大きく変形が進み.実験装碇-の影響を考慮し､実敦を終了した. 15
7 2.0%歪l回目圧縮側において､弱軸下部 リブ付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了し 15
8 3.0%歪l回目圧縮側において､弱軸上からlノ4付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了 21
9 2.5%歪2回目圧縮側において.弱軸上部リブ付近において局部変形が生じ.耐力低下を起こしたため実験を終了し 15
lO 3.0%歪l回目圧縮側において.弱軸上部 リブ付近において局部変形が生じ.耐力低下を起こしたため実験を終了し 6
ll 3.0%歪l回目圧縮側において､弱軸中央付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了した 5
12 3.0%歪2回目圧縮側において､弱軸下部リブ付近において局部変形が生じ､耐力低下を起こしたため実験を終了し 7
表6耐力比および降伏比の逆数
パターン 試験体名 l/lOO近傍の耐力(kN) 最大耐力(kN) ち P√p/ちPclO P,looPcl○〆PyP,】0/P,Pc1㌦ tlO Pc P. P√p, PC/P. lPyD
I 1 956 931 I.21 I.17 1.03 1306 1209 1.53 I.08 0.016 96.46
2 979 949 I,15 1.ll 1.03 Ills 1067 I.25 I.05 0.014 86,99
I.3 3 582 556 I.27 I.21 I.05 699 654 I.43 1.07 0.015 96.67
1 4 514 505 I,10 I.08 I.02 782 669 I.44 I.17 0.015 97.62
2 5 1020 98ー I,29 I.24 I.04 1241 日77 I.48 I.05 0.016 93_84
6 889 851 I.17 I.ll I.05 1255 1112 1.46 I.13 0.016 93.24
3 7 532 519 I,16 1.13 I.02 622 604 I.32 I,03 0.014 91.62
8 516 515 I.13 I.12 I.00 800 695 I.52 1.15 0.014 105.38
9 567 551 I.24 I.20 1.03 709 655 1.43 I.08 0.014 99.27
lO 654 602 1.43 I,31 1.09 686 648 I.41 1.06 0.014 98.28
ll 645 607 I.41 I.33 I.06 677 653 1.43 I.04 0.014 99,05
12 650 610 I.42 1.33 I.07 736 670 I.46 I.】0 0.014 lot,57
Ii WE;圭,璃
6
IJl Il
0ー40 100_9 l Il
70 l I
10 20 30 40 50 60 70
PE/Py
図7 W-PE/P,関係
1000 1500 2000 2500 3000
塑性長さ(rTn)
図8 塑性長さ一座屈モー ド関係
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表7 性能評価 ･座屈長さ/座屈モー ド関係
(1 PE/Py E. 0) 塑性長 さL,_(TtJTl) L2/Bnd e
53.2 2.9 1114 819 1251 89.4
39.0 2.9 402 454 704 loo_6
64.3 2ーl 423 433 1511 94,4
77.7 1.8 1016 519 2925 88.6
33.I 6.0 628 1061 544 136,0
53.2 6.2 1141 906 1251 83.4
64,3 I.4 289 296 1511 l∝).7
64.3 4.3 610 624 1511 72.0
53.2 2.I 404 500 1251 83_4
30.0 2.1 230 506 705 117.5
30.0 I.4 215 471 705 141_0
30.0 4.3 300 658 705 loo.7
l 1○パターン1I △バターン3
!
40 ㌔ 40
U=40(PE/Ty=3.0? ▲.
u=3(PE/qy-2.0)
10 20 30 40 50 60 70 80
塑性長さ比
図9 塑性長さ比-U関係
表8 塑性長さ比IU関係
試験体 PE/P, 0 L3/LI 2LR瓜1 2L,/L2
1 2.9 819 53.2 0.47 0_28
2 2.9 454 39.0 0.61 0.45
3 2.1 433 64.3 0_36 0_19
4 1.S 519 77.7 0.22 0.09
9 2.I 500 53.2 0.47 0.39
4･2W-PE/P,関係
表7に試験体の最大耐力の75%まで低下した時の累積塑
性歪エネルギーEtと累積塑性歪エネルギー率Oを､図7に
本論の実験結果のOとPEG,の関係を示す.試験体6につ
いては､強軸方向に変形が進み､実験装置-の影響を考
え載荷を中止したため､試験体8についてはPEm yは設計
条件の範囲の限界近くであったため､性能が低下した｡
試験体5は､PdPyが6.0と既往の設計範囲を超えている
にも関わらず､局部変形が発生し､性能言甲西式を満たし
ている｡これは､試験体の塑性長さ比が小さくなること
により強軸方向の曲げ剛性が高くなったこと､また､端
部リブ部分に応力が集中しやすくなったことで､弱軸変
形を起こしやすくなったと考えるo試験体5のOは､既往
の実験から引張破断との境界がO=1000を目安と考える
と､弱軸変形の限界付近であるといえる｡
試験体3､7､8は塑性長さ比が64.3%､試験体10､11､
12は塑性長さ比が30.0%の試験体であり､それぞれPdPy
が2.1､1.4､4.3である｡塑性長さ比が異なる試験体にお
いてもOとP㌦ yは概ね比例関係が成立している｡ただし､
Oの上昇率は塑性長さ比により異なり､塑性長さ比の大
きい試験体の方がOの上昇率は高い.これは塑性長さ比
の大きい試験体ではPEG ,に対するPJPtの上昇率が大き
いため､見かけ上Oが高くなったからである｡
4.3塑性化部長さと座屈モー ドの関係
図8に塑性化部長さと座屈モー ド数の関係を示し､表7
に塑性化部長さを座屈モー ド数で除した値札2侶m.de)を
示す｡弱軸局部変形を起こす試験体では､塑性化部長さ
に比例して､座屈モー ド数は線形的に増える傾向がある｡
塑性化部長さを座屈モー ドで割ったイ釘.〆B.1｡d｡は72-
141mmの値を示した｡文献3に示すように､座屈モー ド
数は拘束力またはクリアランスの影響を受けるが､塑性
長さが700mm程度の小さい範囲を除き､概ねLがBfnOieは
90mm程度の値を示しており､塑性化部長さが長い範囲
では､座屈モー ドの波長は概ね一定で現れる｡板厚の影
響も､表7に示す通りL2m m｡d｡に差は少ないことから塑性
化部長さに対して板厚が薄い範囲では影響は少ない.
4.4塑性長さ比-W関係
図9にパターン1とパターン3の試験体について､塑
性長さ比とOの関係を示すoまた表8にリブ長さに対す
る芯材長さの比､リブの食込み長さに対する塑性化部長
さの比を示す｡(Jを比較する上で性能に関わる因子であ
るクリアランス､P｡Py､幅厚比を揃えた試験体1と2､
試験体3と4のそれぞれを比較し考察を行う｡各試験体
ともに､塑性長さ比が小さくなるとOは低下する｡これ
は､試験体2と3の塑性長さ比の小さい試験体では､芯
材長さに対するリブ長さが長く､リブの食込み長さが短
い｡端部リブ部分は曲げ剛性が高いため､塑性化部領域
の端部に応力が集中し､性能が低下したと考える｡その
影響は芯材長さに対するリブ長さの比が 0.61と高い値
を示した試験体2において特に顕著に現れている｡また
PJPtが大きくなることで､見かけ上のWが増加したこと
も原因の一つである｡
一方､リブの食込み長さを変えたパターン3の試験体
では塑性長さ比が小さくなるとOは若干高くなり､塑性
長さ比とOの関係がパターン1の試験体と逆になった.
これは､塑性長さ比に相対して端部リブの食込み長さが
長くなる場合､層間変形角が大きくなるにつれて､リブ
が拘束材と接触することで曲げモーメントを負担し､局
部変形を起こしやすい塑性領域端部が安定したと考える｡
5.結論
本論は､座屈拘束ブレー スの塑性長さ比をパラメータ
とした実験を行い以下の知見を得た｡
(1)塑性長さ比が大きい試験体はPcn?tが大きくなり､塑性
長さ比が80%程度では圧縮と引張の耐力比は1.17ほ
どにもなる｡ しかし､層間変形角1/100相当の歪量で
は圧縮側引張側ともほぼ等しい耐力を示す｡
(2)塑性長さ比が30%程度の試験体ではPEqy=6.0までは
性能評価式(1)で評価できる｡
(3)異なる塑性長さ比においても､PEn'yとOの比例関係は
成立する｡
(4)座屈モー ド数と芯材の塑性化部長さとの間は線形的
な比例関係があり､塑性化部長さが長くなると座屈モ
ー ド数も多くなる｡
(5)塑性長さ比が小さくリブの食込み長さが短い場合､端
部リブ付近に応力が集中し性能が低下するが､リブの
食込み長さを長くすることで性能の低下を防ぐこと
が可能である｡
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